
後期行動計画の取組状況　（平成２６年度末時点）

No. 年度 実施内容 タイトル 内容 今年度の目標水準
今年度中の
達成時期

区分 達成状況 今後の取組 目標 達成状況

シティプロモー
ションの推進

市内外に本市の魅力を発信し、特に子
育て世代から「住んでみたい街」と選ば
れる市となるように、戦略的に広報活動を
行う。

報道機関に積極的に情報を
発信し、メディアに取り上げ
てもらう。（年間300回以上）

平成27年3月 A

報道機関へのプレスリリー
ス件数　318件　新聞記事
等掲載件数　367件
子育て世代の定住促進に
活用すべく、子育て・教育
情報を掲載したリーフレット
「育マチ・生駒」を引き続き
作成し、不動産業界に配布
することにより、官民協働
（業者のチラシに本市の子
育て情報を掲載）で本市の
ＰＲを行った。
また、3月15日に行った定
住促進バスツア－では、定
員20名に対して165名（64
組）もの応募があり、本市の
子育て環境の魅力を市内
外の子育て世代に伝えるこ
とができた。その内容も新
聞や民放で特集していただ
き話題となった。

広報広聴課

ホームページ
のリニューアル
と運用管理

すべての人が支障なく情報や機能を検
索・利用できる、使いやすいホームペー
ジを目指しリニューアルを行う。また、積
極的な情報発信とスムーズな運用管理に
努める。

・ホームページのリニューア
ル業務はサイト構成・デザイ
ン検討等
・ホームページへのアクセス
件数:1,200,300件

平成27年3月 C

・ホームページのリニューア
ルはＨ２６予定分を達成
・ホームページへのアクセス
件数
968,657件

アクセス件数はトップページ
の件数をカウントしている。
件数が伸びないのは、検索
エンジンなどを使い直接、
目的のページにアクセスす
る例が多いからと思われる。

情報政策課

情報発信力強
化による効果
的な情報提供

学習情報の広報PR促進を図るための地
域事業者等への協力を募る。

3店舗以上に「ミセナカ掲示
スペース」設置を協力依頼す
る。

平成2７年3月 A

ベルテラス及びバル参加店
舗で掲示した。
仲介業務は、広報広聴課
で実施

生涯学習課

読みやすい議
会報の発行

市民が読みやすい議会報を目指して、
先進都市の事例調査を行うとともに、研
修に参加する。

広報研修等の参加延べ人数
を3名以上とする。

平成27年3月 B
広報研修等に延べ3名が参
加した。

議会事務局

市議会ホーム
ページの更新

市民がより見やすいホームページを目指
して、内容を更新する。

先進事例を参考に内容を精
査し、12月末までに業務を発
注し、ホームページの内容を
更新する。

平成27年3月 D

ホームページの一部内容を
更新したが、業務発注すべ
き内容更新まで至らなかっ
た。

市民懇談会等業務が一時
的に重なり、発注に関し時
間的余裕がなかった。

議会事務局

26
（各部における具体的な取り
組み）

建築計画概要
書のデータ
ベース化

平成26年1月から12月の建築計画概要
書のデジタル化及び既存地図情報シス
テムとリンクさせ、窓口業務の効率化、保
存文書のスリム化等を図る。

建築概要書のデータベース
化
(概要書500件)

平成27年3月 A
建築概要書のデータベー
ス化を510件行った。

建築課

総合評価
（H26年度末

時点）

B
情報公開(情報
提供)の満足
度：49.02点

情報公開(情報
提供)の満足
度：52点

・市HPリニューアルに向けた
検討
・市PR冊子・子育て世代向け
リーフレット作成
・情報力発信強化に向けた調
査研究・体制整備

26

情報発信力強化に
よる効果的な情報
提供

[重点]行政運営の
状況の分かりやす
い情報提供・効果
的な情報共有

1

取組項目名等

※後期行動計画の項目は、「部の仕事目標」（各部長が担当分野の重点項
目や目標を設定したもの）の中に組み込まれ、各部長が取組を進めていま
す。

数値目標H26年度の目標 取組状況（H26年度末時点）
後期行動計画の内容

部の仕事目標 後期行動計画の内容

総合評価
（H26年度末

時点）
事務局案

担当部署・関係部署

部の仕事目標の取組状況区分

区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

取組状況* 目標を上回る達成状況 達成済み又は実施済み 取組を進めているが、目標に達していない 事業の検討や計画を進めている 着手できていない

*：各部長が設定した「部の仕事目標」の年度末における実施状況
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後期行動計画の取組状況　（平成２６年度末時点）

No. 年度 実施内容 タイトル 内容 今年度の目標水準
今年度中の
達成時期

区分 達成状況 今後の取組 目標 達成状況

総合評価
（H26年度末

時点）
取組項目名等

※後期行動計画の項目は、「部の仕事目標」（各部長が担当分野の重点項
目や目標を設定したもの）の中に組み込まれ、各部長が取組を進めていま
す。

数値目標H26年度の目標 取組状況（H26年度末時点）
後期行動計画の内容

部の仕事目標 後期行動計画の内容

総合評価
（H26年度末

時点）
事務局案

担当部署・関係部署

部の仕事目標の取組状況区分

区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

取組状況* 目標を上回る達成状況 達成済み又は実施済み 取組を進めているが、目標に達していない 事業の検討や計画を進めている 着手できていない

*：各部長が設定した「部の仕事目標」の年度末における実施状況

たけまるモニター
制度の効果的な運
用

26
・たけまるモニター制度の登
録者拡大と活発な運用

たけまるモニ
ター制度の効
果的な運用

新規事業や既存事業について気軽に市
民の意見を聞けるアンケートシステムとし
て効果的に活用してもらえるように、PRを
強化するとともに、登録者数を増加させ
る。

登録者数：950人
アンケートを月1回実施

平成27年3月 A
登録者数　1,056人
アンケート実施回数 22件を
実施した。（月平均1.8回）

たけまるモニ
ター登録者数：
950人

たけまるモニ
ター登録者数：
1,056人

広報広聴課

どこでも講座（職員
による行政出前講
座）の積極的な活
用

26 ・どこでも講座の運用・充実

どこでも講座
（職員による行
政出前講座）
の積極的な活
用

市民で構成される団体等が開催する学
習活動等の場に、市職員を講師として派
遣し､どこでも講座として市政情報等を提
供し、市民の市政に対する理解や関心を
深める。

どこでも講座：70件 平成27年3月 A

どこでも講座を年間72件開
催した。
講座受講結果報告書によ
れば、概ね好評を得てい
る。

どこでも講座実
施回数：70件

どこでも講座実
施回数：72件

広報広聴課

・ツイッターによる積極的な情
報発信と利用促進

ツイッターを活
用した情報発
信

ツイッターを活用し、即時性のある広範な
情報発信・情報共有に努める。

ツイッターのフォロワー
数:2,800件

平成27年3月 A
3,380件
（対目標値：20.7%増）

情報政策課

（各部における具体的な取り
組み）

ネーミングライ
ツによる情報
発信

(仮称)北部スポーツセンターのネーミング
ライツによる情報発信

(仮称)北部スポーツセンター
の施設にネーミングを公募
し、名前を付ける。

平成27年3月 B

生駒北スポーツセンターの
ネーミングライツについて、
予定どおり名前を付けること
ができた。

スポーツ振
興課

3 26
市民自治協議
会の設立支援

一定のまとまりのある地域で、地域のいろ
いろな課題の解決や住みよいまちづくり
に向けて、地域のことは地域で考え市民
自らが行動していく組織として市民自治
協議会の設立を支援する。

市民自治協議会の設立：1箇
所以上
プラットホーム設立・活動支
援：4箇所

平成27年3月 C

壱分小、生駒南小・南第二
小、鹿ノ台小、生駒北小各
校の市民自治協議会設立
準備会において、設立に向
けた活動、会議が行われ、
その代表と協議を進めてい
る。
地域まちづくり活動支援補
助金の交付を行い、市民自
治協議会設立に向けた活
動の支援を行った。

行政主導で設立するもので
なく、地域課題の抽出や、
まちづくりへの住民意識の
醸成等を地域を主体として
進めているため。

・プラットホーム
（累計）：5地区
・市民自治協議
会（累計）：1地
区

・プラットホーム
（累計）：4地区
・市民自治協議
会（累計）：0地
区

D
市民活動推
進課

マイサポいこま（生
駒市民が選択する
市民活動団体支援
制度）の運用

26 ・マイサポいこまの適正な運用

市民が選択す
る市民活動団
体支援制度の
運用

環境、子育て、青少年の健全育成、福祉
など様々な分野で活動している市民活動
団体を18歳以上の市民が一定額の支援
額をもって支援する制度。

制度登録団体：35団体
市民の届出率：9％以上

平成26年9月 C

制度登録団体
30団体
市民の届出率
8.15％

新規登録団体が９団体あっ
たが、結果として昨年と同
数の３０団体となった。今年
度、支援対象登録団体とと
もに、合同ミーティングを開
催し、今後の広報活動につ
いて意見交換を行い、ま
た、平成２７年度には、シン
ポジウムを開催し、制度の
周知を行い、制度登録団体
数の増加をめざす。

・支援対象登録
団体数：35団
体
・届出率（18歳
以上の市民のう
ち届け出た人
の割合）：9.00%

・支援対象登録
団体数：30団
体
・届出率（18歳
以上の市民のう
ち届け出た人
の割合）：8.15%

市民活動推
進センター

A

フォロワー数
（累計）：2,800
件

フォロワー数
（累計）：3,380
件

情報共有の充実に
向けたツールの活
用

ツイッターなど多様
な媒体を活用した
情報発信

26

[重点]市民自治協議会の設立拡大と運
営支援

2
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後期行動計画の取組状況　（平成２６年度末時点）

No. 年度 実施内容 タイトル 内容 今年度の目標水準
今年度中の
達成時期

区分 達成状況 今後の取組 目標 達成状況

総合評価
（H26年度末

時点）
取組項目名等

※後期行動計画の項目は、「部の仕事目標」（各部長が担当分野の重点項
目や目標を設定したもの）の中に組み込まれ、各部長が取組を進めていま
す。

数値目標H26年度の目標 取組状況（H26年度末時点）
後期行動計画の内容

部の仕事目標 後期行動計画の内容

総合評価
（H26年度末

時点）
事務局案

担当部署・関係部署

部の仕事目標の取組状況区分

区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

取組状況* 目標を上回る達成状況 達成済み又は実施済み 取組を進めているが、目標に達していない 事業の検討や計画を進めている 着手できていない

*：各部長が設定した「部の仕事目標」の年度末における実施状況

市民との協働
の拠点施設と
しての市民活
動推進セン
ターの充実

市民等との協働・参画型事業を実施す
る。

市民等との協働･参画型事業
数：20件（市民活動推進セン
ター分）

平成27年3月 A

市民等との協働･参画型事
業数
33件（市民活動推進ｾﾝﾀｰ
分）

市民活動推
進課

市民公益活動
の支援と情報
発信

市民活動推進センターららポートを市民
と市民、市民と行政との協働推進の拠点
施設として、利用の支援及び情報発信を
行う。

ボランティア、NPO法人の登
録数：75団体

平成27年3月 C
ボランティア、NPO法人の
登録数
69団体

今年度内において新規登
録が９団体あったにも関わ
らず、前年度末において解
散等の理由で登録更新を
しなかった団体が８団体
あったため、目標団体数に
至らなかった。今後、市民
公益活動団体を対象に実
施する「組織開発力アップ
講座」等の企画運営を通じ
て、新規団体を増やす努力
を引き続き行う。

市民活動推
進センター

26
（各部における具体的な取り
組み）

緑に関する連
続講座開催に
よるボランティ
アの育成

生駒の特徴的な緑を介して「まちづくり」
を実践いただける人づくりを目的に連続
講座を実施、終了後は市のイベントへの
ボランティア参加を始め積極的なボラン
ティア活動への意識付けを目指す。

花とみどりの楽校（里山づくり
編）の開校による9回の講座
開催と受講生90％の修了

平成27年1月 A
9回の講座を開催し、受講
生の100％が修了

みどり景観
課

5 26
・市民政策提案制度の周知、
適正な運用

市民が具体的
な政策を提案
し、市が意思
決定し公表す
る政策提案制
度の運用

市民が具体的な政策を提案し、市が意
思決定し公表する政策提案制度を運用
し、市政運営に活用する。

提案件数：3件 平成27年3月 C

市ホームページへの掲載
や広報紙への定期的な記
事掲載により、制度の周
知、提案の呼びかけを行っ
てきたが、提案がなされな
かった。

制度の周知が広く行き渡っ
ていないことや政策を具体
的に提案することの困難さ
に原因があると考えられる。

市民からの提
案件数（年
間）：3件

市民からの提
案件数（年
間）：0件

E 企画政策課

第5次総合計
画後期基本計
画の策定

平成26年度を始期とする後期基本計画
を、パブリックコメントや議会の議決を経
て策定する。

後期基本計画を策定する。 平成26年6月 B
議会の議決を経て平成26
年6月に策定した。

企画政策課

第5次総合計
画の進行管理

生駒市総合計画審議会において、事務
事業の事後評価や施策レベルの評価に
より平成25年度に取り組んだ前期基本計
画の基本施策を検証し、新規・主要事業
ヒアリングや予算制度と連動させながら総
合計画の継続的な進行管理を適切に実
施する。
また、進行管理結果については、広報紙
や市ホームページ等で公表する。

平成25年度における取組状
況を検証する。

平成26年10月 B

生駒市総合計画審議会に
よる検証を平成26年10月に
終え、その結果を市ホーム
ページで公表するとともに、
後期基本計画に基づく取
組の実施に向けて新規・主
要事業ヒアリングを行った。

企画政策課

総合的な住み
やすさの満足
度：61.8%

・市民活動推進
センターにおけ
る市民等との協
働・参画型事業
数：33件
・市民活動推進
センターらら
ポートの登録団
体数：69団体

B

B

4
[重点]市民、NPO
など協働のパート
ナーへの支援

市民活動団体への
支援と協働事業の
推進

市民政策提案制度の効果的な運用

6
[重点]総合計画に
基づく施策・事業
の進行管理

後期基本計画の策
定と総合計画審議
会による進行管理

・市民活動推進
センターにおけ
る市民等との協
働・参画型事業
数：20件
・市民活動推進
センターらら
ポートの登録団
体数：70団体

・市民活動推進センターらら
ポートの運営と機能充実
・市民公益活動の支援と情報
発信

26

・後期基本計画の策定
・総合計画審議会による進行
管理

26
総合的な住み
やすさの満足
度：62.0%
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後期行動計画の取組状況　（平成２６年度末時点）

No. 年度 実施内容 タイトル 内容 今年度の目標水準
今年度中の
達成時期

区分 達成状況 今後の取組 目標 達成状況

総合評価
（H26年度末

時点）
取組項目名等

※後期行動計画の項目は、「部の仕事目標」（各部長が担当分野の重点項
目や目標を設定したもの）の中に組み込まれ、各部長が取組を進めていま
す。

数値目標H26年度の目標 取組状況（H26年度末時点）
後期行動計画の内容

部の仕事目標 後期行動計画の内容

総合評価
（H26年度末

時点）
事務局案

担当部署・関係部署

部の仕事目標の取組状況区分

区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

取組状況* 目標を上回る達成状況 達成済み又は実施済み 取組を進めているが、目標に達していない 事業の検討や計画を進めている 着手できていない

*：各部長が設定した「部の仕事目標」の年度末における実施状況

市の実施する
事業への民間
活力の導入

民間企業が担うことで、より効果的・効率
的に行う分野や事業を精査し、当該事業
への民間活力の導入に向けた検討を行
う。

民間活用事業に関する検討
を行う。
連携事業:1件

平成27年3月 B

ネーミングライツ事業を制
度化した。これを受けて生
駒北スポーツセンターで本
市初のネーミングライツが
導入された。

企画政策課

市民課窓口業
務委託の開始

市民課窓口業務の一部を民間委託する
ことにより、サービスの向上と事務経費の
削減を図る。

窓口業務委託の開始 平成27年1月 B

委託業者の決定
（平成26年6月）
窓口業務委託の開始
（平成27年1月）

市民課

民間活力のさ
らなる活用

水道事業の各種受付業務などの委託化
に向け、調査・検討を行う。

包括的な業務委託内容を確
定する。

平成27年3月 B
窓口業務を見直し、総合窓
口設置に向け、業務委託内
容を取りまとめた。

上下水道部
総務課

生駒市浄化セ
ンター包括運
営業務委託準
備事業

浄化センターなどの運転管理業務委託
を長期包括的に行い、サービスの向上
と、経費の削減を図る。

竜田川浄化センターの今後
のあり方を踏まえ、対象施設
の見直しを終える。

平成27年3月 C
竜田川浄化センターの廃止
を検討。

下水道管理
課（浄化セン
ター）

指定管理施設
の運営状況の
モニタリングの
実施

指定管理者のサービス水準を、確認・評
価する制度を継続的に運用し、市民満足
度の向上につなげる。

全指定管理施設でのモニタ
リング実施率:100%

平成26年10月 B

全指定管理施設において
モニタリングが実施され、そ
の結果を市ホームページで
公表した。

企画政策課

指定管理施設
再指定時にお
ける原則公募
の実施

指定管理者を指定する際には、公募によ
ることを原則とし、市民満足度の向上に
つなげる。

指定管理施設再指定時にお
ける原則公募の実施実施
率:89.4%

平成27年3月 C H26年度末現在で79.6％
生駒山麓公園（4施設）の指
定管理者の指定について
は公募によらなかった。

企画政策課

指定管理者制
度の効果的運
用

(仮称)北部スポーツセンターの指定管理
者を公募で選定（新設）

(仮称)北部スポーツセンター
の指定管理期間を平成27年
1月から開始することから、新
たな指定管理者を公募で選
定する。

平成26年9月議会に
指定管理者指定議
案を提案

B
生駒北スポーツセンターの
体育施設管理者を公募に
て選定した。

スポーツ振
興課

指定管理者制
度の効果的運
用

体育施設の指定管理者を公募で選定
（継続）

体育施設の指定管理期間が
平成26年度末で終了するこ
とから、新たな指定管理者を
公募で選定する。

平成26年12月議会
に指定管理者指定
議案を提案

B
井出山及び井出山以外の
体育施設の指定管理者を
公募にて選定した。

スポーツ振
興課

26

指定管理者制
度導入におけ
る公募実施率：
79.6%

新たな民間委
託導入件数：1
件

7 B

C

・適正で効果的なモニタリング
の実施
・指定管理施設再指定時にお
ける原則公募

8 指定管理者制度の効果的運用

指定管理者制
度導入におけ
る公募実施率：
89.4%以上

新たな民間委
託導入件数：1
件以上

[重点]民間委託の範囲の拡充など民間
活力のさらなる活用

26

・継続的な事務事業の精査に
よる新たな委託事業の検討
・民間委託による効果等の検
証
・コンビニ交付普及によるコス
ト削減
・市民課窓口一部業務委託の
実施
・各種受付業務等の包括的な
委託に向けた調査、検討
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後期行動計画の取組状況　（平成２６年度末時点）

No. 年度 実施内容 タイトル 内容 今年度の目標水準
今年度中の
達成時期

区分 達成状況 今後の取組 目標 達成状況

総合評価
（H26年度末

時点）
取組項目名等

※後期行動計画の項目は、「部の仕事目標」（各部長が担当分野の重点項
目や目標を設定したもの）の中に組み込まれ、各部長が取組を進めていま
す。

数値目標H26年度の目標 取組状況（H26年度末時点）
後期行動計画の内容

部の仕事目標 後期行動計画の内容

総合評価
（H26年度末

時点）
事務局案

担当部署・関係部署

部の仕事目標の取組状況区分

区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

取組状況* 目標を上回る達成状況 達成済み又は実施済み 取組を進めているが、目標に達していない 事業の検討や計画を進めている 着手できていない

*：各部長が設定した「部の仕事目標」の年度末における実施状況

26
（各部における具体的な取り
組み）

花のまちづくり
センター「ふ
ろーらむ」の指
定管理移行へ
の準備

「ふろーらむ」では施設のボランティアの
有効活用や施設運営において民間活力
の導入による活性化・合理化について、
引き続き他市の状況等を調査し、経費の
削減・合理化がどのように図れるかの検
討を行う。

指定管理による経費削減や
合理化の具体的な調査を実
施する。

平成27年3月 D
具体的な調査は実施してい
ない。

施設利用者の拡大等を目
指して特命により喫茶開設
を行うこととなり、開設後の
状況の推移を見守るため指
定管理の検討を先延ばしし
たため。

みどり景観
課

既存公共施設
の長寿命化に
向けた中長期
修繕計画策定

既存公共施設の現状把握に必要な施設
カルテの作成

公共施設：72施設 平成27年3月 B
公共施設カルテ作成
公共施設72施設
平成27年3月完了

営繕課

道路ストックの
総点検

損傷等により第三者被害が想定される道
路施設の点検

橋梁：27橋
案内標識：28ケ所
構造物、法面：58ケ所

平成27年3月 C

橋梁29橋、道路案内標識
28ヶ所点検完了。構造物・
法面の点検については未
達成。

跨線橋の点検に費用が掛
かり過ぎ、予算が不足した
ため。構造物・法面の点検
は平成27年度予定。

管理課

他市町との連
携協議

共通の課題をもつ近隣市町と協議を行
い、意見交換や情報交換を通じて得られ
た情報に基づき、本市の課題の解決を図
り、市民サービスの向上につなげる。

他市町との連携事業数:1件
以上

平成27年3月 B

平成26年11月に平群町と
体育施設、図書館、衛生施
設等の相互利用に関する
連携協定を締結した。

企画政策課

通信指令業務
の共同化

広域的な災害対応対策の強化と消防通
信施設の整備・運用等のコスト削減等財
政面の効率化から奈良市と消防指令業
務の共同化を実施する。

平成26年度・27年度
整備工事を実施

平成27年3月 B

当初、整備工事だけの入札
を予定していたが、機器の
保守業務を含めたため、契
約締結が遅延した。
なお、3月には当初の予定
のとおり、平成27年度中に
整備工事が完了する内容
の契約締結を行った。

消防本部警
防課

環境マネジメントシ
ステムの推進

26
・環境マネジメントシステムの
効果的な推進

環境マネジメン
トシステムの効
果的な運用

・市民や事業者等の参画のもと、目標設
定や監査を実施するとともに、行政施策
全般を対象とした環境マネジメントシステ
ムを推進する。
・電力需給状況を踏まえ、効果的な節電
対策を実施する。

・LAS-E第2ステージ第2ス
テップの認証取得と第3ス
テップに向けた取組の実施
・適切な節電目標の設定と達
成

平成27年3月 B

・LAS-E第2ステージ第2ス
テップの認証取得（8月）
・第3ステップに向けた取
組：独自目標設定、ハンド
ブック作成、共通実施項目
監査を概ね良好に実施
・夏の節電対策を実施（7/1
〜9/30）
　－公共施設7〜8月の電
力使用量H22年度比
16.6％削減（目標15％削
減）
・冬の節電対策を実施
（12/1～3/31）
　－庁舎電力使用量H22年
度比13.3％削減（目標10％
削減）

環境マネジメン
トシステムにお
ける合格証取
得：第2ステー
ジ第2ステップ

環境マネジメン
トシステムにお
ける合格証取
得：第2ステー
ジ第2ステップ

環境モデル
都市推進課

・公共施設の棟別に施設カル
テ作成
・道路ストックの総点検
・点検に基づく補修工事等実
施
・各公共施設等の中長期修
繕・長寿命化計画や本市の環
境施策等を踏まえた公共施設
白書策定に向けた検討

［重点］既存公共施設等の活用と長寿
命化に向けた中長期的な計画策定

中長期修繕計
画の立案件数：
912件（道路
912件）

［重点］広域連携を活用した事業等によ
る市民サービスの向上

9

10 B
他市町村との
新たな連携事
業数：1件

B

道路ストック総
点検数：912件
（橋梁27件、標
識28件、街路
灯857件）

26

他市町村との
新たな連携事
業数：1件以上

26

・奈良市との消防本部通信指
令センターの共同運用に向け
た整備工事
・他市町村との連携・協力に
向けた検討、実施
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後期行動計画の取組状況　（平成２６年度末時点）

No. 年度 実施内容 タイトル 内容 今年度の目標水準
今年度中の
達成時期

区分 達成状況 今後の取組 目標 達成状況

総合評価
（H26年度末

時点）
取組項目名等

※後期行動計画の項目は、「部の仕事目標」（各部長が担当分野の重点項
目や目標を設定したもの）の中に組み込まれ、各部長が取組を進めていま
す。

数値目標H26年度の目標 取組状況（H26年度末時点）
後期行動計画の内容

部の仕事目標 後期行動計画の内容

総合評価
（H26年度末

時点）
事務局案

担当部署・関係部署

部の仕事目標の取組状況区分

区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

取組状況* 目標を上回る達成状況 達成済み又は実施済み 取組を進めているが、目標に達していない 事業の検討や計画を進めている 着手できていない

*：各部長が設定した「部の仕事目標」の年度末における実施状況

幼稚園への太
陽光発電設備
の整備

太陽電池を用いて、再生可能エネル
ギーである太陽エネルギーの利用を図
る。

市立病院屋上に太陽光シス
テム１０kwを設置。

平成27年3月 B 目標どおり設置できた。 こども課 病院建設課

山崎浄水場小
水力発電施設
運用

山崎浄水場小水力発電施設を適正に管
理し、発電能力（40kwh）を保つ。

年間35万kwの発電を行う。 平成27年3月 B
年間発電量
・364,239kwh

上下水道部
工務課浄水
場

小中学校への
太陽光発電設
備の整備

今後、小中学校で大規模改修工事等を
実施する場合に太陽光発電設備を整備
する。

増築工事を行うあすか野小
学校に太陽光発電設備を設
置

平成27年3月 B
3月末に太陽光発電設備を
設置した。

教育総務課

道路照明施設の
LED化

26
・100Wを超える道路照明施設
の更新

防犯灯、街路
灯の総点検

市が管理する防犯灯、街路灯の全灯
LED化に向け、安全性等の総点検を実
施する。

・防犯灯等約850灯点検 平成27年3月 B
・道路照明の安全性を点
検：1,104灯

道路照明施設
のLED更新率
（100W超）：
100%

道路照明施設
のLED更新率
（100W超）：0%

環境モデル
都市推進課

スーパーエコス
クール実証事業の
実施

26 ・エコ改修工事
スーパーエコス
クール実証事
業

文部科学省の実証事業に採択された鹿
ノ台中学校で、太陽光発電設備設置を
はじめとした創エネ、省エネの取組と環
境に配慮した改修工事を実施する。

エコ改修、老朽改修工事
（平成26～27年度）

平成27年3月 B

南館、屋内運動場の環境
に配慮した改修工事を完了
した。また、太陽光発電設
備工事の契約を締結した。

教育総務課

家庭系ごみへの有
料制導入

26
・家庭系ごみの有料制導入に
向けた準備

家庭系ごみへ
の有料制の導
入

平成27年4月実施に向け、指定ごみ袋の
作成や販売店募集、市民周知を行う。

指定袋の販売を開始
指定袋発注：上半期
販売店募集：下半期
市民周知：7月～3月

B
4月からの有料化に向け、
予定通りに準備を進めるこ
とができた。

家庭系燃える
ごみ排出量の
削減率（平成
24年度比）：
5.0%

家庭系燃える
ごみ排出量の
削減率（平成
24年度比）：
12.0%

環境事業課

ごみの再資源
化の推進

生ごみ減量対策として、ディスポーザー
設置者に補助金を交付する。

補助金の交付をＰＲ
上半期に補助要綱
制定

B
要綱を見直し、10月から実
施することができた。

環境事業課

ごみの再資源
化の推進

使用済み小型家電の回収ボックスを市内
３ヶ所に設置し回収を行う。

上半期に設置 上半期に設置 B
国の実証の採択を受け設
置したため、下半期の設置
となった。

環境事業課

（仮称）リサイクルセ
ンターの整備

26
・（仮称）リサイクルセンターの
整備検討懇話会の結果を踏
まえた検討

(仮称)リサイク
ルセンターの
整備

清掃リレーセンターに、リサイクルセン
ター機能を付加するため、整備内容を確
定する。

懇話会を開催する。
上半期1回、下半期1回

平成27年3月 C

整備内容の検討は行った
が、内容の確定には至って
いない。
下半期1回

長期的展望による慎重な検
討が必要なため。

環境事業課

公共施設にお
ける再生可能
エネルギーを
用いた年間発
電容量：267kW
（太陽光発電
157kW、メタン
ガス発酵発電
70kW、小水力
発電40kW）

再生可能エネル
ギーの活用

［重点］環境マネジ
メントシステムの推
進による公共施設
の省エネルギー化

26

・山崎浄水場における小水力
発電の継続実施
・一般社団法人による市民共
同発電所事業への支援
・小中学校、幼稚園への太陽
光発電設備の整備

26
ごみの再資源
化率：28.1%12

［重点］ごみ半減プ
ランの推進

ごみの再資源化の
推進

公共施設にお
ける再生可能
エネルギーを
用いた年間発
電容量：222kW

11

ごみの再資源
化率：21.6%

・集団資源回収補助拡充、
ディスポーザー設置補助
・小型家電の回収事業

C

A
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後期行動計画の取組状況　（平成２６年度末時点）

No. 年度 実施内容 タイトル 内容 今年度の目標水準
今年度中の
達成時期

区分 達成状況 今後の取組 目標 達成状況

総合評価
（H26年度末

時点）
取組項目名等

※後期行動計画の項目は、「部の仕事目標」（各部長が担当分野の重点項
目や目標を設定したもの）の中に組み込まれ、各部長が取組を進めていま
す。

数値目標H26年度の目標 取組状況（H26年度末時点）
後期行動計画の内容

部の仕事目標 後期行動計画の内容

総合評価
（H26年度末

時点）
事務局案

担当部署・関係部署

部の仕事目標の取組状況区分

区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

取組状況* 目標を上回る達成状況 達成済み又は実施済み 取組を進めているが、目標に達していない 事業の検討や計画を進めている 着手できていない

*：各部長が設定した「部の仕事目標」の年度末における実施状況

財政計画に基
づく経常収支
比率等の指標
管理

最新の状況を踏まえた財政計画（中期財
政計画）の策定・公表

中期財政計画の策定・公表 平成26年11月 C
平成27年3月に中期財政計
画策定、公表。

消費税率引上げ延期決定
に伴う見直し修正作業が遅
延し、策定、公表時期が年
度末となった。

財政課

財政計画に基
づく経常収支
比率等の指標
管理

健全な財政運営の維持

経常収支比率：89.1％以下
実質公債費比率：4.1％以下
市債残高：195.69億円以下
基金残高：89.53億円以上

平成26年6月 A

経常収支比率：85.8％
実質公債費比率：3.7％
市債残高：192.06億円
基金残高：89.53億円以上

財政課

子ども・子育て
会議を開催

子ども・子育て
支援事業計画
の策定

子ども・子育て支援会議を開催し、特定
教育･保育施設の利用定員の設定や市
町村子ども子育て支援事業計画等を審
議する。

5年を1期とする教育･保育及び地域子ど
も･子育て支援事業の提供体制の確保や
業務の円滑な実施のための子ども･子育
て支援事業計画を策定する。

・子ども・子育て会議を開催
(5回）
・子ども・子育て支援事業計
画の策定業務委託業者の決
定
・子ども・子育て支援事業計
画の素案を策定・量の確保」
に対する「確保方策」の検討
・子ども･子育て支援事業計
画（案）のパブリックコメントの
実施
・子ども･子育て支援事業計
画策定完了

平成27年3月 B

・子ども・子育て会議を5回
開催
・H26年10月子ども・子育て
支援事業計画の「量の確
保」に対する「確保方策」の
検討し素案を策定
・子ども･子育て支援事業計
画（案）のパブリックコメント
をH27年1月5日～2月3日
に実施
・H27年3月子ども･子育て
支援事業計画策定完了

こども課

こどもサポートセンターで
行っていたひろば事業、ファ
ミリー・サポート事業を移設し
てコミュニティセンターで一体
的に提供

平成26年5月 B 予定どおり5月に移設した。

セイセイビル区分所有床を
購入し、みっきランド施設を
拡張整備

平成26年12月 C

今年度で設計委託業務を
完了し、工事、備品整備等
は次年度で行う予定であ
る。

セイセイビル区分所有床の
売買契約締結が12月末
に、物件の引き渡しが翌年
にずれ込んだため。

（仮称）南こども
園の開設

（仮称）南こども園の開設に向け
・基本設計、実施設計、用地の測量を実
施
・南こども園開設懇話会の開催（H26年6
月・H27年2月）
・みなみ保育園、南幼稚園の保護者への
説明会の開催（H26年5月・10月・H27年
3月）
・公立幼稚園・保育園の4園にて幼稚園
教諭・保育士の人事交流の継続実施
・南こども園のカリキュラムを検討する。

・基本設計及び実施設計
・用地測量業務
・仮設園舎設置工事（南小学
校内）（平成26年7月着工）
・公立幼稚園・保育所の4園
にて幼稚園教諭・保育士（各
4名）の研修交流を実施
・南こども園のカリキュラムの
検討を開始し、素案作成

平成27年3月 B

・基本設計及び実施設計完
了
・用地測量業務完了
・H26年8月仮設園舎設置
工事着工
・H27年３月南幼稚園仮設
園舎へ引っ越し、地元自治
会への工事説明完了
・南幼稚園の解体造成工事
着工
・公立幼稚園・保育所の4園
にて幼稚園教諭・保育士
（各4名）の研修交流を実施
・南こども園のカリキュラムの
検討を開始し、素案の作成
完了

こども課

子育て支援
総合セン
ター

子育て支援総合センターを開設し、ひろ
ば事業、地域子育て支援拠点事業及び
ファミリーサポート事業等を一体的に提供
することで、子育て支援体制の充実を図
る。

子育て支援総
合センターの
整備

「保育時間」・
「子育て支援
サービス」の満
足度の平均値：
50.0点

H25決算
・経常収支比
率：85.8%
・実質公債費比
率：3.7%
・市債残高（普
通会計）：
192.06億円
・基金残高：
97.42億円

「保育時間」・
「子育て支援
サービス」の満
足度の平均値：
49.27点

・経常収支比
率：90.2%
・実質公債費比
率：2.8%
・市債残高（普
通会計）：
204.34億円
・基金残高：
90.85億円

・引き続き最新の状況を踏ま
えた財政計画の策定・公表
・前年度目標値の達成度の総
括と財務指標の目標値の設
定

13

定住促進のための
子育て施策の充実

14

［重点］財政計画に基づく経常収支比
率等の指標管理

［重点］中長期的な
税財源等の安定確
保に向けた重点投
資

26

・子ども・子育て支援事業計画
の策定
・民間が運営する学童保育所
に対する補助制度創設・運用
・（仮称）子育て支援総合セン
ターの設置、子育て支援拠点
の充実
・こども園開設に向けた検討

B

C

26
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後期行動計画の取組状況　（平成２６年度末時点）

No. 年度 実施内容 タイトル 内容 今年度の目標水準
今年度中の
達成時期

区分 達成状況 今後の取組 目標 達成状況

総合評価
（H26年度末

時点）
取組項目名等

※後期行動計画の項目は、「部の仕事目標」（各部長が担当分野の重点項
目や目標を設定したもの）の中に組み込まれ、各部長が取組を進めていま
す。

数値目標H26年度の目標 取組状況（H26年度末時点）
後期行動計画の内容

部の仕事目標 後期行動計画の内容

総合評価
（H26年度末

時点）
事務局案

担当部署・関係部署

部の仕事目標の取組状況区分

区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

取組状況* 目標を上回る達成状況 達成済み又は実施済み 取組を進めているが、目標に達していない 事業の検討や計画を進めている 着手できていない

*：各部長が設定した「部の仕事目標」の年度末における実施状況

（仮称）高山認定こども園懇
話会の開催

平成26年6月

・保護者説明会の開催 平成26年9月

企業誘致基盤
整備事業

準工業団地及び周辺地域の道路等基盤
整備
・北田原南北線：工事
・北田原中学校線：用地取得、一部工事

・北田原南北線進捗率：36%
・北田原中学校線進捗率：
26%

平成27年3月 C

・北田原南北線
　進捗率　36%
・北田原中学校線
　進捗率　 0%

他事業に予算が必要となっ
たため。

土木課

企業誘致施策
の推進

企業誘致に関する諸施策についての情
報を、様々な機会を捉え、積極的に提供
する。また、企業立地促進補助制度の運
用、ビジネスフェア等参加によるPRなどに
より、新たな立地企業の誘致を推進す
る。

・企業誘致目標数：2社
・企業立地アンケートに基づ
く誘致活動の実施： 13社
（新規雇用者数：24人
認定事業所数：10ヶ所）

平成27年3月 A

新規事業計画の認定企業
は3社、認定事業所数は平
成22年度～26年度で合計
11社。新規雇用者数は予
定を含め24人。
企業立地アンケートに基づ
き8社を訪問で、5社に電話
でヒアリングした結果、13社
のうち1社の知り合いの企業
が高山サイエンスタウンに
企業立地することを計画
中。

経済振興課

市税現年課税
分の年度内納
付の推進

滞納者への早期調査・納期内納付の推
進・差押え処分への転換を推進し、市税
現年課税分の徴収率の向上を図る。

市税合計徴収率
現年課税分：96.11％

平成27年3月 A

市税合計徴収率
現年課税分
96.24％
(平成27年3月）

収税課

国保税現年課
税分の年度内
納付の推進

滞納者への早期調査・納期内納付の推
進・差押え処分への転換を推進し、国保
税現年課税分の徴収率の向上を図る。

国保税徴収率
現年課税分：87.06％

平成27年3月 A

国保税徴収率
現年課税分
87.81％
(平成27年3月）

収税課

市税滞納繰越
分の徴収率の
向上

滞納者調査の徹底・換価可能財産の把
握・差押えの強化等により、市税滞納繰
越分の徴収率の向上を図る。

市税合計徴収率
滞納繰越分：11.87％

平成27年3月 A

市税合計徴収率
滞納繰越分
12.59％
(平成27年3月）

収税課

国保税滞納繰
越分の徴収率
の向上

滞納者調査の徹底・換価可能財産の把
握・差押えの強化等により、国保税滞納
繰越分の徴収率の向上を図る。

国保税徴収率
滞納繰越分：8.28％

平成27年3月 A

国保税徴収率
滞納繰越分
9.12％
(平成27年3月）

収税課

こども課

・高山スーパースクールゾーン構想の小
中一貫校の設置場所の決定後、高山幼
稚園の（仮称）高山認定こども園化を検
討する。
・(仮称）高山認定こども園に係る懇話会・
保護者説明会を開催し、保護者、地域の
理解を得るとともに、幼・保連携を進め
る。

市税徴収率：
91.36%

・企業立地促進
補助金対象企
業数（累計）：9
件
・準工業団地及
び周辺地域の
道路等基盤整
備進捗率（完了
延長/事業延
長）：北田原南
北線 36%、北田
原中学校線
26%、高山北田
原線 0%

(仮称）高山認
定こども園

企業立地施策・既
存産業振興策の推
進

15 市税の収納対策の推進

26

・相談窓口や企業立地促進補
助金の継続
・誘致施策のPR
・既存立地企業のPR
・企業誘致基盤整備事業

26
・納期内納付、滞納対策の推
進
・滞納者個人台帳のデータ化

・企業立地促進
補助金対象企
業数（累計）：9
件
・準工業団地及
び周辺地域の
道路等基盤整
備進捗率（完了
延長/事業延
長）：北田原南
北線 36%、北田
原中学校線
0%、高山北田
原線 0%

市税徴収率：
92.80%

D

・高山スーパースクール
ゾーン構想の小・中一貫校
の設置場所が決定し、（仮
称）高山認定こども園の設
置場所は、北小学校跡地
での開設決定し、設置場所
を検討協議した。
・高山幼稚園教諭と北倭保
育園保育士の人事交流を6
回実施
・懇話会、保護者説明会は
未実施

生駒北小・中一貫校の開設
の進捗状況の遅れから、
（仮称）高山認定こども園の
開設時期が定まらないため
懇話会・保護者説明会は開
催できていない。

B
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後期行動計画の取組状況　（平成２６年度末時点）

No. 年度 実施内容 タイトル 内容 今年度の目標水準
今年度中の
達成時期

区分 達成状況 今後の取組 目標 達成状況

総合評価
（H26年度末

時点）
取組項目名等

※後期行動計画の項目は、「部の仕事目標」（各部長が担当分野の重点項
目や目標を設定したもの）の中に組み込まれ、各部長が取組を進めていま
す。

数値目標H26年度の目標 取組状況（H26年度末時点）
後期行動計画の内容

部の仕事目標 後期行動計画の内容

総合評価
（H26年度末

時点）
事務局案

担当部署・関係部署

部の仕事目標の取組状況区分

区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

取組状況* 目標を上回る達成状況 達成済み又は実施済み 取組を進めているが、目標に達していない 事業の検討や計画を進めている 着手できていない

*：各部長が設定した「部の仕事目標」の年度末における実施状況

滞納者個人台
帳のデータ化

滞納者との交渉記録及び滞納処分に必
要な情報をデータ化することにより、台帳
に記載せずに即時で入力しデータ管理
する。サーバーで管理することにより、税
情報のデータ保護をはじめ、危機管理に
備える。

データ移行完了 平成26年10月 B
データ移行完了
(平成26年10月）

収税課

定員の適正化

効果的な組織体制の構築や事務事業の
見直し、民間活力の積極的な導入、再任
用制度の運用などにより、職員の適正化
を図り、平成30年4月当初に800名以下
にする。

職員数：826名以下 平成27年3月 B
職員数 824名
(平成27年3月)

人事課

職員定数・給
与の適正な管
理

職員定数の適正化を図ることにより、人件
費を抑制するとともに、経営の効率化を
図る。

上水道の職員定数を37人か
ら36人にする。

平成26年4月1日 B
平成26年4月1日　職員数
36人

上下水道総
務課

17 26

・多様な任用制度などの活用
と総額管理の観点による人件
費の抑制
・「（19）人事評価制度の効果
的な運用」と連動した勤勉手
当への反映の継続

健康管理・ワー
クバランスの観
点から時間外
勤務の削減

「時間外勤務命令の運用に関する指針」
を踏まえ、公務能率の向上を図り、時間
外勤務時間縮減のための施策の定着化
を進める。

時間外勤務手当：188,000千
円

平成27年3月 B
時間外勤務手当185,000千
円
(選挙事務除く)

B 人事課

能力と実績を重視
した任用制度の運
用

26

・引き続き新たな昇格・昇給制
度の運用
・新たな任用制度のさらなる拡
大の検討
・人事評価制度の昇格・昇給
への反映の検討

新たな昇格・昇
給制度の構築
と運用

昨年度から実施している能力と意欲の向
上につながる昇格･昇給制度の構築と既
に適用している制度を適切に運用する。

新しい昇級昇格制度の構築
と既に導入した制度の運用
を実施する。

平成27年3月 B
すでに構築した昇級昇格
制度の運用を実施し、検証
を行った。

人事課

再任用職員の効果
的な活用

26
・新たな再任用制度の運用
（勤務日数選択等）

再任用職員の
効果的な活用

定年後の雇用と年金の接続への対応と
多様化する業務ニーズに即した再任用
制度の在り方を検討するとともに、国の動
向も踏まえ、適正な制度構築を図る。

平成26年度再任用の制度運
用状況や国の動向を踏まえ
制度内容を再検討する。

平成27年3月 B

平成26年度再任用の制度
運用状況や国の動向を踏
まえ制度内容を再検討し、
実施した。

人事課

19 26
・人事評価制度の適用拡大
・人事評価制度の昇格・昇給
への反映の検討

人事評価制度
の効果的な運
用

平成26年度よりすべての職員に対し導入
する人事評価制度を円滑に実施し、能力
や実績を重視した人事管理制度を運用
する。

人事評価制度を円滑に運用
する。

平成27年3月 B
人事評価制度の円滑な運
用の実施のため人事評価
システムの改修を行った。

B 人事課

生駒市職員自
主研究グルー
プ支援制度

職員の政策形成能力や問題解決能力な
どを向上させるため、多様な研修機会を
提供するとともに、自己啓発への助成等
を実施し、職員の意識改革と一層の能力
向上を図る。

自主研究グループ支援制度
の啓発と取り組みへのサ
ポートを実施
応募数3ｸﾞﾙｰﾌﾟ以上

平成27年3月 C

自主研究グループ支援制
度の啓発と取り組みへのサ
ポートを実施したが、応募
数は２ｸﾞﾙｰﾌﾟになった。

自主研究グループ制度の
周知が不十分であった。

人事課

人材育成基本
方針を改定

新たな視点や多様な発想で業務に取り
組む職員を育成するため人材育成基本
方針の改定を行う。

人材育成基本方針を改定す
る。

平成27年3月 B
人材育成基本方針を改定
した。

人事課

職員スキルの
向上

事務局職員としての能力を高めるため、
議会運営や法制等の研修へ職員を参加
させ、今後、議員による議案提案機会の
拡大に資する。

年度内に専門7研修会に参
加する。

平成27年2月 A
専門9研修会に延べ16名が
参加した。

議会事務局

職員の育成 先進都市への調査、情報収集を行う。
年度内に先進10都市を訪問
する。

平成27年2月 A 先進17都市を訪問した。 議会事務局

B職員数：826人

B

20 職員の資質向上・能力開発の推進

［重点］行政需要を踏まえた職員数の
適正管理

16

人件費の抑制と能力・実績を重視した
給与制度の構築

18
［重点］能力と意欲
に応じた柔軟な任
用制度の構築

人事評価制度の効果的な運用

26

・管理職研修や民間企業等派
遣研修など実効性のある職員
研修の実施
・政策形成実践研修の継続実
施
・メンタルヘルス研修の継続
実施
・職員の自発的な研究・相互
啓発などへの支援

26
・多様な任用の状況を踏まえ
た職員数の適正管理

職員数：824人

B
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後期行動計画の取組状況　（平成２６年度末時点）

No. 年度 実施内容 タイトル 内容 今年度の目標水準
今年度中の
達成時期

区分 達成状況 今後の取組 目標 達成状況

総合評価
（H26年度末

時点）
取組項目名等

※後期行動計画の項目は、「部の仕事目標」（各部長が担当分野の重点項
目や目標を設定したもの）の中に組み込まれ、各部長が取組を進めていま
す。

数値目標H26年度の目標 取組状況（H26年度末時点）
後期行動計画の内容

部の仕事目標 後期行動計画の内容

総合評価
（H26年度末

時点）
事務局案

担当部署・関係部署

部の仕事目標の取組状況区分

区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

取組状況* 目標を上回る達成状況 達成済み又は実施済み 取組を進めているが、目標に達していない 事業の検討や計画を進めている 着手できていない

*：各部長が設定した「部の仕事目標」の年度末における実施状況

効果的で柔軟な組
織の編制

26

・本市の特性にあった市民に
分かりやすい行政組織再編の
調査・検討
・市長や部長などで構成され
る行政経営会議の効果的な
運営

行政組織の見
直し

職員数の適正化に合わせて、効率的な
組織運営ができるよう本市の行政組織
（行政委員会等を含む）の見直しを行
い、変更する場合は、広報紙や市ホーム
ページ等で周知する。

効率的で市民に分かりやす
い行政組織体制の構築に向
け見直しを行う。
※市民満足度:55%

平成27年3月 B

迅速で効果的な情報発信
を行うため秘書課と広報広
聴課を統合し、新総合事業
に対応するため従来の所
掌事務を見直して高齢施
策課等に改編し、柔軟で機
動力のある体制構築のため
下水道関連２課を統合し
た。

企画政策課

PTなど横断的な組
織の積極的な設置

26
・横断的な課題解決のための
PTの積極的な活用

プロジェクト
チームなど横
断的な組織の
積極的な設置

効率的で実効性のある行政運営を行うた
め、プロジェクトチームの積極的な設置な
ど、各部局の連携の強化につながる取組
を推進する。

プロジェクトチームによる事
業実施件数：1件

平成27年3月 B

シティプロモーション推進
チームでの検討を経て、定
住促進バスツアー及び子育
てアプリ開発提案プロジェ
クトが所管課により実施され
た。

企画政策課

21

［重点］重点施策を
効果的に推進でき
る組織機構の構築
と柔軟な運営

「市役所が市民
にとって分かり
やすく、利用し
やすい組織と
なっている」（目
指す姿）の進捗
度：54.0点

「市役所は社会
情勢に合った
柔軟な組織に
なっている」（4
年後のまち）の
進捗度：47.58
点

C
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